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研究開発の経営職能論的考察

森 俊治

I 序

研究開発 (Researchand Developmcnt，略して R & D) とは何か。 これを明ら

かにするには，経蛍認識Dなかで研究開発の位置を確認する必要がある。本稿

は経営学における職能論の問題として，経営の職能的構造の全体のなかで占め

る研究開発の付置を考察Lょうとするものであるの具体的には研究開発がオベ

レイ、ンョナノレ・ワークをなすかスベッシャりスト・ワーグをなすかを問題とす

る。

通説では研究開発はスベッシャリスト・ワークである。これはそれ自体，正

当なものとして従来よりわれわれの了解してきたところである。しかしながら

製品が常に変転するような，高度にダイナミックな経営にあっては，研究開発

は「生産過程の初段階」を形成し，したがってオベレイショナノレ・ワークのひ

とつをなしているとみるべきである。

なぜそのようになるのか。筆者はこの問題をつぎのような順序で考えたし、と

思う。第 1に研究開発という用語の意義を明らかにする。第2にオベレイショ

ナノレ・ワークと九ベッシャリスト・ワ クの定義を明白にしなければならぬ。

弟 3に通説を正確に把える。当然り乙とながら本研究が通説への挑戦であるだ

けに}重要である。第4に私見と近似する海外諸学者自見解をとりあげる。そう

Lて第5にいかなる理由で研究開発が生産過程のなかで把握されるかを明らか

にし式こい。
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11 研究開発の用語上の意義

研究とか研究開発のことをし、う時， まず，企業で行なわわる研究 industrial

researchは大学で行なわれる研究 academicresearchとは違うのだという認

識に立たねばならない。 方は経済的行為であり他方は非経済的行為である。

それにもかかわらず両者はしばしば混同されがちである。

企業における研究にも自然科学的なる研究と社会科学的なる研究があるが，

普通， R&Dとか industrialresearchという場合， とくに断わらないかぎ

り，それは自然科学的なる研究を指している九 ζの自然科学的なる研究にも

ニュー・プロダクトの研究とニ品ー・プロセ見の研究とがある。いわゆる「製

品向けの研究J(produktorient町民 Forschung) と 「生産方法向けの研究J(pro 

duktionsprozesorientierte Fo目白血g) と呼ばれている均ものである。後に， w.ブ

ラウンに関連していうごとし研究開発がオベレイショナル・ワークであるか

否かを検討するに際して，このうちのいずれか一方なのか双方を含むりかが問

題となる O

とζ ろ.CR& D という用語はRとDの合成E吾であって， R<Dなかは基礎研

究 (basicr自己arch) と応用研究 (appliedresearch)に区別され， 研究開発過程と

いうものは 般に基礎研究に始まり応用研究に進み開発。段階に入るスベグト

ノレと考えられているへ ここにスベクトルとはあたかも虹のごとく研究開発の

各範瞬の境界が不明瞭であ b一線を両することは可能でもなければ必要でもな

いことを意味するヘ

1) R. N. Anthony and J S. Day， Managemcnt Controls in lndustrial Research Organi 
zations. 1952， p. 5; H. A. Collin田 n，Management for R目白羽目hand Development， 1田B.
p.4，なおこれについては拙著「研究開発管理論J(増補訂正版〕昭和44年， 12-3へ クを参照せ
られ士い。

2) Klaus Brockhoff， "Forschungsaufwendungen industrieller Unternehmen “， Zeitschrift 
fur Betrieb~即 Z月'Schaft， 34. ]g.， 1964， Nr. 5， S. 329 

3) R. N. Anthony， op口't.， p. 58 
4) lhlよ， p. 8; C. C. Fumas， The Philosophy and Obiectives of Research，出c.C. Furn担
(ed.)， Reseaπh肌 lndi削 try:Its Organization and Managet町 nt，1948， p. 4 
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「基礎研究」は|自然法則の発見」日 (thed叫 Qveryof a natural law)を課題と

するものである。これに対し「応用研究」は，乙の発見せられたる自然、法則を

産業上りどりような問題の解決に応用できるかの研究である。したがってその

途上においては未だ具体的な新製品目標のごときは意識的にはとりあげられて

いない。これが意識的にとりあげられるのは，いわゆる「開発」の段階におい

てである。この段階において始めて市場性や採算怯を問題とすることが可能と

なる。

Rのうちの基礎研究はいわば理学部的研究であり応用研究は工学部的研究で

あって，大学の研究室で行なわれているような研究が企業の研究所で為されて

きたのである。このように企業における研究開発があたかも大学におけるがご

とき自然科学的純粋基礎研究から始められるかぎり RとDに分けるという結論

にならざるをえないのである。

しかしながら，この段階で留意せられるべきは研究開発には少な〈とも二つ

の形態があるということである。偶発的発見 (accidentaldiscovery) と計画的発

見 (planneddiscovery)である。 クイ Yや深見義一教授によって指摘"されてい

るごとし第二次世界大戦を契機として研究開発は前者から後者へと変ってき

たのである。それは，それを可能とする程の研究資産が蓄積されてきたからだ

とされしてし、るn

ところで R&Dなる用語は，筆者の手許にある文献釣りかぎりにおいても

1910年代のものにすでに見うけられる。このことはRとDに分けるという考え

方は，企業が研究開発に関してもコばら研究者の偶発的発見に期待を寄せてい

た時代に適合Lたものだということである。しかしながら研究開発そのものの

5) lbid. 
6) ]. B. Quinn， Bodgeting for Research， in C. Heyel Ced.)， Har.μibook of lndustrial 
ResearむhManagen附 lt，-1959， p. 21:H，円田他監訳「研究管理ハンドブック」昭和38年， 279ベ
ジ，深見義一「プロダクト プランニング 現代マ ケティングの中心課題 」昭和37年，

51-2ページ，拙著，前i掲書， 41-50ベーシ。
7) 深見義一，前掲書， 62-4ページー
8) The仁ommitteeot theじDuncil，1<eporf .!or S!口entificand lndust門 alReseaπh fOT 

the Year 1918-19， 1919， p. 2 
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性格が変れば研究開発の内容も変ってこざるをえない。

基礎研究についていえば，かつてのごとき研究者まかせのものではなし

「その企業にとつて重要なサイエンスの特定分野」

得を目千指旨す「目的基礎研究J(ωO品bj炉ec凶tiv時"ebas“叫l悶.cres田田r町ch均〉が主流となつてしい、る。か

かる目的基礎研究であっても，基礎研究は企業における研究開発の中心をなす

ものではない。中心をなすべきもの，またなしているものは，まさにつぎにい

う「応用開発研究J(appl凶 R & D)である。 目的基礎研究はこの応用開発研

究がゆきづまった時に大きな力を発揮できるように平素から計画的に蓄積して

おくべきものときわている。

応用開発研究の概念を明らかにするには，応用研究とか応用開発研究とかい

う場合のと応用守の意味を明らかにする必要がある。けだし応用的な研究にも

アカデミッグ・リサ一千におけるそれとイ Y ダストリアノレ・リサーチにおける

それとの二つがあるからである。

基礎研究，応用研究，開発という場合の応用研究についての定義の一例につ

ぎのごときものがある。 I特殊の新しい製品，製造法，技術あるいは手段的装

置，機械を考案する意図を背後にもちながら，基礎研究を展開して一般に容認

されるような合理的・科学的原則を確立する活動をいう。JlO)これはまさに大学

の工学部での研究である。工学部での研究は理学部での研究と異なり l応用科

学J(applied science)であり，アカデミック・リサ チにおげる応用的研究官あ

る。

ζ れに対しイ Y ダストリヤノレ・リサーチにおける応用的研究とは，その結果

を直接利用することを期待して行なわれる研究である。それは新しい科学的原

則を生み出すようなことではなしすべての既存の知識を問題の実際的解決ピ

応用することに狙いがある。したがってそれは実用的・経済的な必要者満きね

9) J. A. Leermakers， S巴lectingProjects for the Research Program， in AMA， Dιeloping 
a Product Strategy， 1959， p. 96 これはイーストマ Y コダァタの見解であるが，ベノレテ ν
フォン， JM往， GE社等も同じ行き方をとっている〈拙著，前掲書， 51-3ベ ジ〉。

10) 日本生産性本部「インダストリヤル リサーチJ昭和33年， 14ペジ。
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ばならねところに困難があれ価値がありかつ特色があるo ヘンリー・スミス

は乙の観点からつぎりごとく述べている。 i応用開発研究にたずさわる人り仕

事は基礎的科学研究よりも難しい乙とが少なくない。 彼は物理学中生物科

学の法則を理解しなければならないだけでなく，実用的・経済的な要求を満た

さなければならない。 たとえば，われわれは原子核分裂 (nuc1earf回目的なる

ものを発見Lて， これを原子核連鎖反応 (nuclearchain :reaction) として実現す

るのに 4年もかかった。だがその後四年を経た今日でも原子力発電は経済的に

は成功していないのである」日と。 もしこれが成功すtLlま， きわめて大きな価

値があるといわねばならない。これは立派に研究と称しうるものである。産業

界における研究とはまさに ζ のようなものであり学界における研究とは明確に

区別すべきである。

以上のごとき意味において筆者は現代的企業の研究開発の具体的内容を「応

用開発研究」と「目的基礎研究」として把える。本稿ではこのうちの「応用開

発研究」に関してオベレイショナル・ワークであるかスベッシャリスト・ワー

クであるかを問うものである。以下，たんに研究とか研究開発という場合，こ

の応用開発研究を指すものとする o

III オベレイショナル・ワークとスベヴシャリスト・ワーク

1 オベレイショナノレ・ワーク

オベレイショナノレ・ワーグとは，それなく Lては経皆目的を達成しえない第

一次的活動である。ここにいう経営目的とは「経済財の生産と配給とい号経営

目的J12)といわれている意味での経営目的である。 この経営目的の達成に直接

的に貢献する活動が第一次的活動である。アレ γのいう primaryactivity， A. 

プラウ Yのいう primaryresponsibilityがこれであるが，かかる意味において

11) Henry D. Smyth， Role uf Ùll:~ University in Da:;;ic Re;search， in NSF， Proceediugs of 
a ConfetセnceQn Aca品開cand Industrial Basic Research. .19剖1，p.19.館林昌平訳「技
柑革新と基礎研究」昭和39年. 78ページ.

12) 占部都美「近代経雷管理論」昭和32年， 203ベ ジ。
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オベレイ y ~ -jノレ・ワークは直接業務とも目的業務とも呼ばれているものであ

る。

したがって，オベレイシ E ナノレ・ワークは， もしそれが，何らかの方法で，

いつでも，誰かによって遂行されていなければ経営活動は停!卜のやむなきに至

ると L寸性格のものである。オベレイジョナノレ・ワークなる用語は W ブラウ

Y によるものであるが，彼は「オベレイショナノレ・ワークは，そのうちのどれ

ひとつとして全然行なわれないというわけにはゆかない。さもなければ，その

経営が存在しなくなる」聞としている。 したがってこれは従来， ヲイ Y職能の

名において理解されてきたものであるが w.ブラウンはライン・ 7、タッフの

用語を意識的に避け「人びとがライン・マネジャーのことをいう時，それは私

のいうオベレイショナノレ・マネジャーを指しているものと思う」国と述べてい

る。

以上のごとくであるからオベレイショナノレ・ワークはまたシ孟ラムのいう蓋

本職能 (Kernfunktionen) にほかならない。彼において基本職能は調達 (~schaf守

fung) ，生産 (Produktion)，販売 (Vertrieb)の三つである問。 ζの基本職能は，

藻利教授が経蛍の職能的構造を過程的・並列的職能と組織的・階層的職能と L

て把屋し，このうちの前者に関して Jわれわれの意味する過程的職能をいわゆ

る資本循環の公式をかりて説明するならば， つぎのとお bであるJ1S
) として示

されている下記の図にみる調達職能，加工職能，版売職能と解することができ

Gー 十wlim p WFー→'

一 一一調達職能 加工職能 販売職能

よれなお同教授が財務職能に関して iGおよびG'!1)調達および運用に関する

ものと解しうるであろう」としている点は留意されねばならない。

同様の図解をもって高官教授もまた第一次的職能としての調達，製造，販売

13) Wilfred Brown， Exploration in Managernent. 1960， p. 144 
14) lbid.， p. 145 
15) Walter SchramITI， Dic be的 eblichenFunktionen u.n.d訪問 Organisation..1936. S. 18 
16) 藻利重隆「経昔管理軸論」新訂6版，昭和35年， 286へーシ。



40 (286) 第 108巻第5号

の執行的性格を説明され，その執行の結果は直接，損益にあらわれるもりとさ

れている叩。 か〈てオベレイショナノレーワークとは資本の循環過程を直接担う

ところの執行的職能に他ならない。

2 スベッシャりスト・ワーク

スベッシャリスト・ワークとはオベレイ、ン=ナノレ・ワークのどれかに関連す

る特殊の集中された知識に責任を負うべき立場にある人びとの行なう仕事であ

る'"。すなわちそれは経営目的の達成に間接的に貢献す吾活動であり，性格上，

支持的・促進的なものとなる。 A プラウ γが第一次的職務 (primaryr白 pon

sibility)に対していうとよ二ろの補助職務 (auxiliaryresponsib山 y)がこれであり，

シュラムが基本職能に対していうところの付加職能 (Zu阻 tzfunktionen)がこれ

である。したがってオベレイショナノレ・ワークが経営業務活動の「主流」をな

すものであるに対して，スベッ γ ャリスト・ワークは経営目的の達成の為に不

可欠のものではなL、がオベレイ γ ョナノレ・ワークを促進する関係にある意味に

おいて経営業務活動り「支流」をなすものである。

IV スペ‘γシャリスト・ワークとしての研究開発 通説

さて研究開発は通説ではスベ γ シャリ λ ト・ワ クである。このことはつぎ

に示すクイ γの研究に対する所見に照しでも明らかである。クインは研究り成

果を直接成果 (directresul同と間接成果(indirectresults)に分けてつぎのごと'

くいう。 r研究自身は直接的には売上も利益もコスト低減も行なわない。研究

はかかる経済的利便の基礎となる技術 (technology)を産出するのみである。.

ーそれゆえ経済的用語でいえば，研究は直接的には実施しうる技術的機会を生

み出すのみであって，そのような実施による成果を生み出すのではない。企業

における他の人びとによってこれらの機会の適切な実施がなされた時，実際の

売上をつくりコストを低減し利益をあげるという経済的成果をあげるのであ

17) 高官普「桂営組織論」昭和36年， 212ベ ジ。

18) W. Brown， op. cit.， p. 146 
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る」聞と。 これが研究とか研究開発に対して一般に行なわれている解釈である。

この解釈に立つかぎり，研究開発はよりよき経蛍活動を実現するためのもの

であっ-e，それな〈しては経営活動は停止のやむなきに至るというととにはな

らなレ。つまりオベレイショナル・ワーグではないということになる。ある職

能がオベレイショナノレ.ワーグだということは重要だということではない。研

究開発は多くの企業にとってますますその重要性を増しつつあるが，乙のこと

は研究開発をオベレイ '/3ナノレ・ワークとみるということとは本来，別である。

オベレイ V ョナノレ・ワークであるか否かは，その職能が経営活動における執行

的職能としての資本の循環過程を直接担っているか否かにかかわる。

以上のごとき思考基準から研究ないし研究開発は普通，スベヅ V ャリスト・

ワークと解される。クー γ ツらが「研究や PR担当のディレクターの活動は，

経営活動の主流 (mainstream)に対して助言的となり， したがってスタッフ部

に属するものとされている」酌としているのはこれである。

しかしながら，製品が常に変転するような高度にダイナミックな経営，たと

えばワトソ Y が IBMに関して「ひとつの新製品がl場部門さ製造段階の軌道

に乗るや否や，たちまちつぎの新製品が研究開発部門で生まれつつあるのだ」

というような経営の現実は，研究開発を過程的職能とみるべきではないかとい

う問題意識をわれわれにもたさずにはおかないりである。

V 研究開発をオベレイシヨナル・ワーウとみる

海外諸学者の見解とその問題点

1 アレ Y の見解

アレ Yは「研究はある会社では，経営の第一次的活動 (primaryactivity of the 

busi即時〉である。た kえば今日，化学会社によって販売されている製品の半分

以上は10年前には存在しなかったであろう。会社はその製品が時代遅れになる

や否や，ただちにそれを取り替えることによってのみ競争に成功することがで

19) ]. B. Quinn， 1:.イard品"吋記化b峠h釘，fiο町TInη1-d，品h
20) H. K(∞∞ロt出z& C. O'Don町nnロmell，Pr削"争Jρol，白saf Ma酎 nage凹n叫ヲn包ent人， 1凹95日5，I乱，.1日37
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きる。したがって，この場合には研究開発は生産や販売とともにヲィ γ職能と

なる。デョオミγ社では生産，販売および研究が各工業部門 (thein.dustrial depart-

ment)あるいは各製品事業部門 (theproduct division)におけるライ Y職能であ

り，研究が生産や販売と同ーの地位にある」叫としている。

だがこれだけでは， し、かなる理由で研究を primaryactivityとみるのか，

その根拠は全く明らかでない。ただデュポン社に関して彼が述べているところ

をみてゆくと 11911年に，すべての現業部門に対ずる+ーピスとしての研究を

行なうための職能的・集中的な化学部がスタッフとして設けられた。 そう

して1921年にデュポンはふたたび組織変更を行ないー・各製品事業部門のなか

は研究，製造，販売がライン部として組J織された。 …この組織変更にあって

も化学部は基礎研究だけをその職能とし，長期的かつ基本的研究 (fundamental

research)を行なうスタヅフ部門として残されたJmとある。 これによって明ら

かなことは研究が第一次的活動だというのは「基礎研究」を含まないことであ

る。この点については筆者もまた同様である。

2 A.ブラウンの見解

A プラウンは， 彼のいう第一次的職務のなかに属すべきも Dとして生産，

マーケティング，財務とともに研究をあげている。だが彼においてもその論拠

は明らかではない。彼が研究を第一次的職務として把えていることはわが国経

営学界でも知られているところであるお〉。 ただブラウンがアレンやデュポ Y社

と違いライン，見タッフの用語をあえて避けている釦よとは適切と思われる。

3 フイヅシ旦の見解

フイヅジ品は1961年のハーバード・ビジネス・レピ品に発表した論文で，製

造企業における重心の移動をつぎのように述べている。 1製品が比較的単純で

21) L. A. Allen， Managem.ent and Organization， 1958， p. 212，高宮晋監訳「管理と組織」
昭和32年， 231へジ。

22) lbid.， pp. 94-5，同止:::， 145ページ。
23) たとえば高宮晋，前掲書「経営組織論J221ページ.
24) こ白点については凸部教授もこれを指潤している。占部都美，前掲書， 368ページー
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同種の製品ラインのものを製造し，工場が経営活動の中心であった時代には，

一社の成長における主要原因は， 製造方法と工程技術〈皿anufacturingmethods 

and proce岨 techn叩 les) を改善する能力のし、かんであった」均しかLながら「今

日では企業が利益をえたり損失をこうむったりする機会の核心をなすものは実

に研究開発の能力にある。それにもかかわらずライン・ λ タッ 7概意、では，乙

の職能はスタヅフあるいは坊言的機能として分類されている」酌といい f研究

開発を坊言的とみる見方が重大tJ:問題をひき起こすのは製品が常に変転するよ

うな場合である」町という o

こうした考え方から彼は，従来の観念といえども「一部の企業には役立って

おり，また役立ってきた，ということを虚心に認めよう。」酌と述べているごと

し従来りものをも認めながら，しかもなお今日では時代おくれであるとするo

そうして結論叫としてつぎのごとくいう内 「読者が私の説に賛成すると否とに

かかわらず， われわれの現在の概念上の組織の枠組 (framework) というもの

にもう一度，注意を向ける必要ありと結論されることを希望する」と述べ，

「本論文に示されたもっとも重要なサジヱスショ γのひとつは，研究開発がも

はやスタッフ職能とみなされえず，製造と販売と同等の重要性を有し，したが

って同等の権限を要求するものであるという結論であろう J といいこの事

実は，かの輝かしいデュポン社によって，すでに早くから認められている」と

アレ Y と同様にデュポン社をあげている。

結論は上記のごとくであるが，何が故に;二のように結論づけることができる

25) G. G. Fisch，“Line-Staff is Obsolete "， Harvard Business Re目白川 Vol. ::!!:)， No. 5~ 
Sep一仁kt.1961， p. 68 

26) Ibid西独においてもつぎのごとき見解が見られる o r技荷進歩 (technischenFortschritt) 
ということは各個別騒音および賦合経演。成長における恥心的要因になってレるのみならず，あ
りとあらゆる社会的な〆イナzツクな事態の生成における中心的要因となつている。，J('可W
P壬白"出任er，，. Ub ε百.r1..g臥n叩mge町nzu e町1ロ町neraι叫l1ge町m"町江灯nエ臼凶e目印n The印orieder t民echnis配chenEn叫ltWl陀cklu山ng“ 
ZfB，l目96町7，Nr. 3正， S. 1旧88.)

27) lbid.， p. 67 

28) Ibid. 
29) lbid.， pp. 78-9 
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のか，彼0場合も明らかではなL、。彼の所論にはみるべきもの一一←F-T概念町

(Functional-Team仁oncepのもあるが，研究開発に関しては lたしかに今日の製

造企業の中心をなす職能を助言的ないし支持的グノレ プとして扱う観念には何

か間違ったもりがあるに違いなし、」叫としているごと〈上記結論とあわせ考え

るに彼の真にし、いたかった点はこの職能をライン職能ζ とにプロセス・ファン

グヨノョ Y とLて把えるべきだ聞という点にあったのではなし、かと思われる。

4 羽T. ブラウ γの見解

W ブラウ Y は「開発J(Development)，製造J(Manufacturing). 販売」

。al白)の三つをオベレイショナノレ・ワークとして把えている臼〉。 この開発は

「製品開発J(product development) ~意味することが注意されねばならない。

このことは彼のビジネス・ワークの構成図叫にはっきりと D""ProductDe 

velopment としていることから明らかである。

このように「開発」を「製品開発」に限定しているということは製造工程に

ついての「工程開発J(pc田 e田 development)を含まないことを意味する。 一般

に開発とか研究開発とかいう場合，ニュー・プロダクトのそれとニュー・プロ

セスの双方を含めて工学技術的な同じ性質のものとして一括して扱われている

のであるが， これを区別することによってオベレイシ=ナノレ・ワークとしての

研究開発が見えてくるのである。

ところ cwブラウンは自己目主張につい CIιれは実験によっ工価値づげ

られるごとき，たんなる仮説ではなし、。それは，ある産業会社において現実に

生起するものの観察から生まれた観念である。私の経験したところからすれば，

これは私の経営者としての仕事の毎日の変にぴったりと適合~，また会社内の

30) これについては降旗教授によっても「ライン・スタッフ概念にかわる functional.team概念こ
そ適切だとするものであるJ(降旗武彦 l蛙宮管理過程論の新展開』昭相45年. 149へ ジ)とし
てとりあげられている.

31) G. G. Flsch， 0ρ cit.， p. 68 
32) Ib瓦.p. 74 

33) W. Brown， op. cit.， pp. 143-51 
.34) Ibid.， p. 150，前掲拙著， 205へージ.
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多くの管理者達の経験によっても支持されているj耐と述べている。 要するに

実態的には研究開発はオベ νイ、ノョナノレ・ワークだということであり，しかも

その確信は強固である。彼に指導的助言を与え， その著書に序文を寄せている

トリス 1もそ0見解を重視して驚くべき結論は研究開発 (R& D) をスベ

ッシャリ九ト・ワークの分野内のひとつと考えずに，むしろオベレイ V ョナ

ノレ・ワーグの一段階とみなすことである。これもまた異論を生むところであろ

うが， ウィノレフレザド・ブラウンの提起している立場は強固なものであり，産

業界において，研究開発の受けとられ方を一変するのに役立つところ大であろ

う」お〉と述べている。が，問題はその論証にあるo

5 上記諸見解に対する批判

上記4氏の見解は現代的企業の実態に対する強固な確信に立っているように

思われる。このこと自体は，通説ではもはや現代の研究開発を説明することは

困難であることを示す意味において，きわめて高く評価されるべきであろう。

だが問題は，豊崎稔教授がよくいわれたように，結論ではなくいかに考えたか

というその過程にある。諸氏の見解は経営の行動の結果を把えているにすぎな

いのであって経営の行動そのものを説明するものではないのである。

VI 特定製品生産型企業と便益生産型企業

1 マネジメント・マイオピア

1957年に近視限的マーケティング(後の著書で近視眼的経営Inanugement my-

opia) に改題という論文を発表したレピットくT.Levitt)の鉄道や映画に対する

批判'"は，何の変哲もない指摘のようだが，問題の核心をつ〈ものとして世の

注目を浴びた。彼によれば鉄道中映画それ自体は「特殊の，限定された製品」問

35) lbid.， p_ 147 
36) Ibid.， Foreword， p. XX， by E. L. Tdst 
37) T. Levitt， Inn皿 ationin Marketmg， 1962， pp. 39-41， 小池訳「マーケティングの革新」

昭和38竿，4::1-4ベージ。

団) Ibid.， p. 40，訳書， 44べ-，/，
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(a specific， limited product)を意味する。この「特殊，限定的製品J(以下，特定

製品と呼ぶ〕は Peopledon't buy produc恒 theybuy owner benefits. と

いわれる場合の productにはかならなし、。

われわれの目の前にある特定製品というものはすべて，その時代の技術的，

経済的，社会的条件によって，段階的に現在り形態をとヮているにすぎない。

それゆえ，容赦なく社会を形成してゆく変化のなかで企業が存続Lてゆ〈には，

まずもってその方向感覚を特定製品志向から便益志向へと切り換えることが必

要土なる。ニューマ γのあげる石鹸製造業者についての卑近な例でし、えば「石

鹸Jを売るのではなく「清潔にするもの」を売る企業への方向転換である冊。

競争者に対する認識も変えざるをえない。この点についτドラザカーもまたつ

ぎのような例をもって問題の所在を示している。 r炊事局ガス・レ:/.y-・メー

カー達はつねづね，彼等の競争相手を他のガス・レンジ・メーカーばかりであ

ると考えていた。だが主婦達にとって大事な点は『調理に便利な方法』なので

あって，それが電熱器であろうと，木炭レ yジであろうと，ガス・レンジであ

ろうと問題ではない。 υ 彼女達は超音波や赤外線による調理法を選ぶように

なるかも知れない'"・ J401と。

2 便益概念と効用概念

便益とは何か。これをさきのニューマ γのあげる例でいえば，石鹸(あるいは

それ以外のもの)における「清潔にする」という消費者にとっての便益である。

それはまた「清潔にする」としヴ石鹸りもコ効用にほかならない。効用とは舞

出長五郎教授によれば「人聞の生活目的に適合する物資の性能をいう j'1.I)とさ

れているものである。したがって便益と効用は同じひとつのものを指すと解さ

れるのであるが，さらに効用の消費に関するマ--vャノレの見解をみるに「消費

39) W. H. Newman， The Process of Management， 1961， pp. 373-4，高回撃監修「経営の過
程」昭和40耳元 19ベジ。

40) P. F. Drucker， The Practice Qf Managm四九 1954，pp. 53-4， 現代経醤研究会訳「現代
の経営」昭和31年， 72ベジ。

41) 舞出長五郎「理論経済学概要J昭和18年， 60へ 少。
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はこれを『負の生産，J](negative pmduction) とみるべきである。 あたかも人。

生産しうるところのものは効用のみなると一般，人の消費しうるところのもの

は効用のみ，何らそれ以上の消費をなしうるものではない」岨とある。 これに

よっても明らかなごとく「人間」したがって「消費者」の「消費しうるもの」

「消費しているもの」はまさに効用である。この「消費しているもの」こそ消

費者の真に「買っているもの」すなわち ・theybuy owner benefitsという

場合の bene五tsにほかならない。「商品には消費者の欲求を満たす効用性(機

能〕があり ・ー」叫などといわれる場合の効用性なる用語は， これを便益なる

用語に置き換えることができょう。

また便益は主観的なものであって効用は客観的なものであるということもで

きない。効用はたんに物のもつ客観的な性能ではなく，その性能に人聞が欲望

を感じた時に始めて生ずるものである。 r物に欲望を充足しうる物理的又は化

学的性質ありと云ふのみでは未だ効用ありと云ふことが出来ない。更に此性質

が欲望を充足せしめ得る ζ とを吾人が認識して之を欲求するに至るという人間

的要素が結合して， ここに始めて効用を生ずるりである」叫といわれているの

古3こ;f1しである。

便益もまた同様である。便益はも与より消費者にとっての便益であるから，

同じ物でも消費者の側の情況によりて便益を有する場合もあれば有せざる場合

もある。ある新製品を市場に出すのが早きに失した為に売れ行きが悪くその製

造を中止したところが，しばらくにして需要が増大してきたというようなこと

がこれであるo

以上のごとくであるからマーケティング論でいうところの便益なる用語の意

味するところは結局，経済学者のいう効用にほかならない。ただ両者は適用の

範囲を異にするのみである。前者は「消費者にとっての便益」といわれるごと

42) A1fred 1Aarshal1. Elements of Econom町 S0/ In品"叩，being the-first叩 lume0/ 
Elements 01 Economics， 1923， p. 41，戸田訳「マ ジャル経済学入門」昭和17年， 25へ-:/0

43) 久県村隆枯「マーケテイング」昭和47年， 20ベータ.
44) 宮島綱男「経済学原理」大正15年， 36ベー山
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くにマーケティソグ用語として，企業がその商品を販売しようとする消費者な

いし顧客にとってのそれに関して用いられる。とれに対して後者ほ消費者とか

顧客にかぎらず， も土よりそれをも含むが I人聞の為しうるところは

などというごとくに，人間生活一般に当てはめて，この語が用いられる。この

ように両者の用いられる範囲は異るが消費者ないし顧客に限定していうならば

両者は結局，同じひとつのものを指していると解される。かくて本稿において

いう場合，両者は同義である。

3 変化へのダイナミックな適応

企業の環境への適応はたんなる消極的・受動的な順応にとどまるものではな

い。それは環境に積極的・能動的に働きかける側面をもっている。 I企業は変

化の受動的反応者 (pa田 iverespondeのであるばかりではない。企業はたんに環

境に拘束された被創造物であるばかりではない。 ・中略....企業は環境に能

動的に作用する能動者 (activeagent)であるJ45lといわれているのはこれである。

企業は，みずか"Q)英知を働かせ，そり創造;)jを駆使する ιとによって，予

測される未来の変化に対して自覚的・能動的に適応してゆくことが可能である。

それはもとより計画的・総合的な経営管理士遂行することによョて始めて可能

となるものであることはいうまでもなk、が，企業というものは本来かかるタイ

ナミ v グな経営を展開する巨大な力をももあわせている。

4 量的変化と質的変化

ダイナミックであること自体は今日のごとき環境下にある企業にかぎったこ

とではない。程度の差こそあれ，企業は今まで，いつでも，変化のなかで生き

てきたのである。そのかぎり創造的な，ダイナミッグな経営を展開することが

必要であったし，可能でもあった。事実，過去の企業も今日の企業ほどではな

いにしても，かかる経営を展開してきたのである。したがってそれは研究開発

というがごときものが今日ほど重要な経営上の課題とはなっていなかった過去

の時代にあっても，すでにその芽はあったのである。ただそれがし、かなる程度

45) T. Levitt，噌口t.，p. 33，訳書.37ベージ。
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において発現するかは，その経営の置かれている客観的情況によっ亡条件づけ

られる。ここにひとつの量的変化が現われる。

かかる「量的変化」が一定の段階に到達する時，企業はその性格において，

「質的変化」を迷げるに至る。 いかなる理由で，し、かなる変化が起こるか。

レピットもいうごとく「企業活動 (busin輔副ivity) とし、うものは本質的~:"" ， 

顧客を獲得すること (buyingCll>;tnmers)である。」山このように，企業目的を達

成するための企業行為ないし企業活動は，顧客を創造し獲得する活動と Lて特

色づけることができる。

企業が顧客を獲得するための第一歩は，真に「顧客の求めているものJ I顧

客の買うもの」が何であるかを理解することである。この観点からレピットは，

経営そのものを「製品を生産するもの」としてではなく「顧客にとっての満足

価値を準備・提供するもの」として，すなわち product-producingp回目指と

してではなく customer-satisfyingprocessとして把握する問。

かくのごとくであるかぎり，企業は，前述のごとき「量的変イじ」が定の段

階に到達する時，特定製品生産型企業から便益生産型企業へと「質的変化」を

遂げるに至る。かかる変化が起こらざるかぎり，企業は競争に耐え成果をあげ

てゆくことができないからである。

5 変換点の存在

ドラヅカーは「量的変化 (quantitativechange)が問題となるDは量的変化が質

的変化 (qualitativetransformation)をもたらすときだけである。 量の連続的

変fじによって次第に質的変化がもたらされるのではなしこれは急激にそのよ

うになる非連続的現象であるo 一 中略 質的変化は足飛ひに起こるので

ある」岨と述べているが，特定製品生産型企業から便益生産型企業への質的変

化とは，まきにとのような質的変化なのである。

46) Ibid.， p. 132，訳書， 146へジ。
47) lbid.， p. 69， p. 74，訳書， 82ベージ。
48) P. F. Oruc.ker， The Landmarks for Tonwn官。， 1957， pp. 4-5 
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したがって，すべての企業は特定製品生産型企業であるか便益生産型企業で

あるかりいずれかである。それは個々の企業が意識していようといまいとそう

である。三つりうものいずれかであるということは， 中間はないということで

あり，前者から後者への「変換点」があるということである。

VIl 生産過程の初段階を形成する研究開発

1 否定を通過したうえでの肯定

便益生産型企業にあっては， これをふたたびさきの例を用いていうならば，

ガス・レンジとか赤外線調理器といった特定製品にはこだわらず ニュー 7

Y， ドラッカー， レピクト等の諸学者がひとしく指摘しているごと〈世の多く

の企業はこれにとらわれ，これを捨て切ることができないでいるのであるが

いったん，これを捨て切り，そのうえで「調理を便ならしめるもの」とい

う「便益」の視点から，その時代の， その時の情況にもっとも適合する何らか

の特定製品の探索と選別が行なわれるのである。 したがってそこでは，現行の

特定製品につい℃は一切り否定を通過しτいることが注意されねばならなし。

ζ の香走を逼逼U~ 与えモゐ古走tあっ亡始め亡， 現行の特定製品をいつでも

捨てることができるのである。現代の主流をなす企業とは，かかる意味におい

て現在完了的に便益生産型企業になりきコている企業である。

便益生産型企業といっても便益それ自体は無形のものである。 したがってそ

れは，何らかの特定製品に関して物的な形をとらねばならないu この何らかの

特定製品の選択のために行なわわる探索の対象たるや，実に無限である。 これ

古Eもし， 電熱器， ガス・レンジ，超音波調理器といった特定製品のひとつ， あ

るいはいくつかに限定されているとするならば， それはもはや特定製品生産型

企業にすぎないりであって便益生産型企業ではないのである。

便益生産型企業になりきっている企業にあっては， ガス・レンジとか超音波

調理器といった特定製品がつぎからつぎへと新旧交替せられている。そこでは

新製品がつぎつぎに現われ従来の製品はつぎつぎに姿を消してゆくというよう
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に製品が常に変転しているのである。フィッシ ι が抱えている現実もまたこれ

である。

2 オベレイシ zナノレ・ワークとしての研究開発

特定製品生産型企業にあっては，あるひとつの，あるいはいくつかの特定製

品に関して，その製品の製造と販売をくり返えすことによって それ以外り

新しい製品 t特定製品〕の研究開発を行なうことなく 前にあげた「経済財。

生産と配給という経営目的」の達成は可能である。もとよりかかる企業は，今

日では，企業としての大きな成果を期待することはできないが，それはそれな

りに上述のごとき経営目的の達成は可能である。しかしながら，か〈のごと哲

特定製品生産型企業から便益生産型企業へと質的飛躍を遂げるに至った企業に

あっては，著しくその事情を異にする。

まずかかる企業では，いかなる製品(特定製品〕を市場に提供するかについて

は，何ら限定されていない。現行の特定製品にとらわれ，これを捨て切ること

ができないでいる世の多くの企業とは異なり，特定製品に関してはーたんこれ

を捨て切っているのであるから，かかる企業にあっては，まず研究開発によっ

て何らかの特定製品を創出することが必要となる。かくて研究開発は生産の第

一歩を構成するのであって，これなくしては生産活動は開始しえないζ ととな

る。

したがってこの場合には，研究開発がなければ「経済財の生産と配給という

経営目的」は達成しえないのである。土 6上告生産1告動ができないというので

はなし生産告動毛孔白保が不可能だというのである。研究開発がまさにオベ

レイ γ 三ナノレ・ワークをなすゆえん己ある。

以上のごとくであるから便益生産型企業にあっては「調達Ji生産Ji販売」

としづ場合の「生産」は，新製品の「研究」から始まるのである。すなわちそ

れは， ζ れに後j読する「製造」に先行するものとして生産の前段階を形成する

のである。アレ Y のデ E ポγ社についての説明にあった「研究J i製造 I i販

売」という場合の「研究」がこれであり，またフイヅ νュが某企業の研究開発
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部長に関して「彼の仕事は製造と販売に先行する」としているのもこれである。

かくてかかる企業の「生産」は「研究開発に始まり物的製品の完成に至る

連の生産過程」をなすのであり r研究開発」はこの「生産過程」のなかで把

握されるのである。通説では，生産過程は工場現場の製造過程であり，研究開

発はかかる生産過程のそとで把握されるのである。すでにあげた研究について

のクイ γ の見解に，乙のことが如実に示されている。

VIII 7レシとシコラム

さきにあげたアレ Yの見解に「ある会社では〈田 some∞mpan醐〉研究は経蛍

の第一次的活動である」とあった。しかしながら，すでに述べたととし彼は

その論拠は明らかにしえない。それはシュラムが三つの基本職能として調達，

生産，販売をあげ rこれらは，すべての経済経営 (allewirtschaftsbetriebe)に

統一的に妥当するべき特長を有している」伺)とする見解と結びつかなかった為

であろう。

結びつかないのは，一方は「研究がオベレイジョナル・ワークであるか否か

は経営によりて異なる」とする立場であり，他方は「何がオベレイショナノレ・

ワークをなすか否かは，すべての経営に統一的に妥当しなければならない」と

するのであるから，このままでは結びつきえよう筈がないのである。いずれも

が正しいのに一体どこに問題があるのだろうか。

アレンの立場は要するに画一的には考えられないということである。徹底的

にこの立場をとるフィッジ旦の議論から問題を採ってみよう。彼の議論にはし

ばLば「今日の企業では 」という言葉がつい ζまわる。たとえば“ inindu-

stry tQday the true line fUllctions are ei::li::lentially process functiuns "50)とあ

るのがこれであるが， とりうもの todayは不要である。 ライ Y ファ Y クシ

~Yは常にプロセス・ファ Y グ、ンョンである o それは何も今日の産業界にかぎ

49) W. Schramm， a. a. 0.， S. i8 
50) G. G. Fisch， 0.ρ口九 p.74
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ったことではない。ライ γ ・ファンクシ翠 Y はプロセス・ファンクションだと

いうことは昔からそうなのである。ライン職能とか過程的職能とか直接業務と

かいうのは，考察の対象となっているあるひとつの「実体」がもっ種々なる属

性をそれぞれの角度から把えた「名称」であるから，あるひとつの職能がライ

ン職能だというのであれば「真っすぐゆく」という過程酌職能としての性質を

もっていなければならない。そういう関係なりであって，今り時代だからライ

/'.ファンク γ 宮 Yはプロセス・ファンクシ .Yになるのだという ζ とにはな

らないo in industry todayはフィッシュの誤りというべきであろう。なぜ彼

はこりような誤りをおかしたのであろうか。

彼のとる思考方法は情況的思考であるが，問題は何を全体として把えたうえ

での情況的思考であるかである。彼の議論は，時代による違いや企業による違

いを問題とするが社会による違いを問題にはしない。無意識的ではあろうが資

本主義経済の社会をすべてとして，そのなかで，かつての時代と今の時代を区

別し，今日でも個々の企業によって違うのだという議論の進め方をしていると

解される。

in some com panies とあったが， アレ Y の場合も同様である。情況の法則

を使うかぎりは「会社が違うから違う」という見方にとどまらず「社会が違う

から違う」という見方にまで視野を拡げるべきであろう o

シュラムの見解は，いいかえれば，藻利教授のいう「経営の職能的構造の考

察は経営の一般的構造を問題とする。したがってそれはすべての経営に一般的

に妥当 Lなければならない」ということになる。こり見解は職能論における基

礎的認識とし亡正しい。ただアレンやフィッシュの見解とシュヲムや藻利教授

の見解はそのままでは調和しがたい。

しかしながらアレ Yやフイヅジュの見解を前述のごとくより広い見地から検

討し，なおかつジュラムや藻利教授の見解を「資本主義の場合は ー」のー句

を挿入して解するならば両見解は統合し弓ることとなるのである。

筆者が本稿で展開してきたところも，特定製品生産型企業であっても便益生
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産型企業であっても「調達JI生産JI販売」に変りはなくシ晶ラムや藻利教授

の見解に背馳するものではない。研究開発を生産過程のなかで把握すべきであ

るかが否かは，それこそ，企業により同じ企業でも時期により情況によりて違

うのであるo

結

一般に学術研究の進展情況を問題にする場合 I乙こまでは，はっきりして

いるが，こよから先きは，まだ乙れからだ」としづ一線を明示すべきだといわ

れるが，その点では本研究は以下りごと〈いうことができる。

まず職能論に関しては I研究開発がなければ，よりよき生産活動ができな

いというのではなし生産活動それ自体が不可能だ」という結論に達している

のであるから研究開発がオベレイ V 言ナル・ワークだということ，つまり職能

論の問題としては，未成熟ながら，事態をはっきりさせたといえよう。

つぎに「生産論」についてはつぎのごと〈いえよう。よ記の結論は生産につ

いての考え方を変えねばならねことを意味する。しかしながら，生産とは何で

あるかについては，なお一層の多面的・多角的検討を要することはいうまでも

ない。これについては今後の課題であるが，生産ないし生産過程についての考

え方を考えなおさねばならぬとすれば生産管理論もまた新しい展開を必要とす

るであろう。


